
中医協 診－2－3   

19． 8．  8  

今後のDPCの在り方について  

目的と経  

O DPCは良質な医療を効率的に提供していく観点から、それまで慢性期  

医療等を中心に進められてきた入院医療の包括評価を拡大することとし、  

大学病院から順次導入が進められてきた。  

平成10年11月  国立病院等における「急性期入院医療の定額払い方式」  

（日本版DRG／PPS）の試行開始  

平成13年11月  特定機能病院へのDPC導入の提案  

平成14年 4月  特定機能病院へのDPC導入が決定  

平成14年 9月  中医協基本小委における検討の開始  

平成15年 4月  特定機能病院におけるDPCの導入  

支払い対象病院  

調査対象病院  

計82病院  

計92病院  

平成15年 7月  診療報酬調査専門組織DPC評価分科会の設置、DP  

Cの評価の開始  

平成16年 3月  国立病院等における「急性期入院医療の定額払い方式」  

（日本版DRG／PPS）の試行終了  

平成16年 4月   「DPC調査協力病院におけるDPCの試行的適用」  

（支払い対象病院の拡大）の実施  

支払い対象病院 計144病院  

調査対象病院   計 51病院  

平成17年 7月  調査対象病院の拡大  

調査対象病院   計228病院  

平成18年 4月  支払い対象病院及び調査対象病院の拡大  

支払い対象病院 計360病院  

調査対象病院   計371病院  

平成19年 7月  調査対象病院の拡大  

調査対象病院 371病院＋約700病院  

DPCの基本方針（平成15年3月閣議決定）   

急性期入院医療については、平成15年度より特定機能病院について包括  

評価を実施する。また、その影響を検証しつつ、出来高払いとの適切な組合  

せの下に、疾病の特性及び重症度を反映した包括評価の実施に向けて検討を  

進める。   



DPCの現状  

○ 平均在院日数については年々短縮していることが調査により示されてい   

る。一方で、包括払い方式の導入により、粗診粗療が起きる可能性が指摘   

されていたが、調査ではそのような状況は認められず、在院日数の平均が   

長い診断群分類の患者や救急搬送による患者も導入前と同様に受け入れて   

いることが分かった。これより、DPC制度の導入により医療の効率化が   

進んでいると言える。  

O DPC対象病院については、在院日数の平均や再入院率など提出された   

データが公開されており、医療の透明性が保たれている。  

O DPC対象病院・準備病院については、導入当初と比較して、病床規模   

や診療体制において、多様な医療機関により構成されるようになった。  

今後の在り方  

○ 現在、病床規模の大きな総合病院から、いわゆる専門病院まで幅広くD   

PC対象病院となっており、今年度も多数の医療機関がDPC準備病院に   

応募している。このような状況を踏まえ、DPCが今後どのように運営さ   

れていくべきか検討する必要がある。  

検討すべき課題   

ODPC対象病院数の拡大に伴い、制度・運用の見直しが必要ではないか。   

・現在のDPC対象病院、準備病院には、充たすことが望ましいとされて  

いる基準に完全には合致していない病院も多く、多様な医療機関が含ま  

れている。今後、どのような基準とすべきか。   

・診断群分類の決定が不適切な事例が認められているにも関わらず、レセ  

プト上の情報のみでは審査を行うことが困難なケースが存在するが、適  

切な算定・請求ルールをどのように構築すべきか。   

・粗診粗療の防止のために、新たなルールの設定をどのように検討すべき  

か。  

○医療機関別係数について、どのように対応するか検討すべきではないか。  

・多様な医療機関がDPC対象病院と成り得ることを踏まえ、各医療機関  

毎の特性を適切に評価するための新たな係数が必要ではないか。  

・新たな係数の導入について検討するとともに、DPC制度の円滑導入の  

ため設定された調整係数については、廃止することとしてはどうか。   



中医協答申附帯意見（平成18年2月15日中医協総会決定）   

DPCについては、円滑導入への配慮から制度の安定的な運営への配慮に  

重点を移す観点も踏まえ、調整係数の取扱いなど、適切な算定ルールの構築  

について検討を行うこと。  

平成18年度DPC対象病院の基準  

O DPC対象病院となる希望のある病院であって、下記の基準を満たす病   

院とする。   

看護配置基準10：1以上であること  

＊ 現在、10：1を満たしていない病院については、平成20年度ま   

でに満たすべく計画を策定すること   

診療録管理体制加算を算定している、又は、同等の診療録管理体制を   

有すること   

標準レセ電算マスターに対応したデータの提出を含め「7月から12   

月までの退院患者に係る調査」に適切に参加できること  

○ 上記に加え、下記の基準を満たすことが望ましい。  

特定集中治療室管理料を算定していること  

救命救急入院料を算定していること  

病理診断料を算定していること  

麻酔管理料を算定していること  

画像診断管理加算を算定していること  
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